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  概要-1  

概 要

最終更新日 2022 年 6 月 9 日 

プロジェクト名 海洋エネルギー発電実証等研究開発 プロジェクト番号 P18007 

担当推進部/ 

ＰＭまたは担当者 

新エネルギー部 PM   

佐々木 淳 （2021 年 10 月から 2022 年 2 月まで） 

伊藤 正治 (2019 年 7 月から 2021 年 10 月まで) 

田窪 祐子 (2018 年 6 月から 2019 年 6 月まで) 

 

新エネルギー部 担当者  

高原 亮策 (2021 年 5 月から 2022 年 2 月まで) 

高橋 郁充 (2020 年 5 月から 2022 年 2 月まで)  

山戸 栄樹 (2019 年 5 月から 2022 年 3 月まで) 

青山 智佳 (2018 年 6 月から 2021 年 6 月まで) 

遠藤 航介 (2018 年 6 月から 2019 年 6 月まで) 

濱本 政人 (2018 年 6 月から 2019 年 3 月まで) 

０．事業の概要 

海洋エネルギー発電は、世界的に実証研究のフェーズにあり、市場はまだ確立されてい

ないものの、波力や潮流のエネルギー密度が高い英国を中心に欧州では、実海域でのプロ

トタイプ機試験、フルスケール機試験と段階的に技術開発が進行している。四方を海に囲ま

れた日本は、海洋エネルギーの賦存量が大きく、｢第 3 期海洋基本計画｣(2018 年 5 月閣議

決定)においては、実用化の見通しが高い技術を見極めながら、引き続き経済性の改善、信

頼性の向上等の技術開発、実証試験、環境整備に取り組むこと等とされている。 

本事業では、実用化の見通しが高い技術とされる海流発電について、海洋エネルギー産業

の新規創出及びエネルギーセキュリティの向上に資することを目的に、海洋エネルギー発

電技術の実用化実現を目指し、実海域における長期実証研究を実施する。 

１．事業の位置 

付け・必要性

について 

四方を海に囲まれた日本において、海洋エネルギー利用に向けた研究開発は再生可能

エネルギーの導入加速のみならず、エネルギーセキュリティの向上においても期待されてい

る。しかしながら、海洋エネルギー発電技術は日本のみならず諸外国においても未だ実証

段階である。早期の実用化実現のためには、実海域における長期実証検証を通じて、耐久

性、性能維持、環境影響、発電コスト等を明確にしていくことが求められている。 

２．研究開発マネジメントについて 

 

事業の目標 

長期実証試験を実海域で実施し、その結果に基づき、離島用電源として十分な経済性(発

電コスト 40 円/kWh)、施行・メンテナンス性・耐久性(20 年以上の見通し)を備え、実用レベル

に達していることを示す。 

事業の計画内

容 

主な実施事項 2018fy 2019fy 2020fy 2021fy  

(1) 実 証 研 究

フィージビリティ・

スタディ 
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(2)発電システム

実証研究 
   

 

 
 

事業費推移 

(会計・勘定別

に NEDO が負

担した実績額

（評価実施年度

については予

算額）を記載) 

(単位:百万円) 

※2021年度実績額

は契約額を記載 

※※総額は実績額

+2021 年度契約額

を記載 

会計・勘定 2018fy 2019fy 2020fy 2021fy 総額 

一般会計      

特別会計 

（電源・需給の別） 
329 1,232 59 714※ 2,334※※ 

開発成果促進財

源 
     

総 NEDO 負担額 329 1,232 59 714※ 2,334※※ 

（助成） 

：助成率 2/3 
329 1,232 59 714※ 2,334※※ 

開発体制 

経産省担当原課 資源エネルギー庁 省エネルギー・新エネルギー部 新エネルギー課 

プロジェクト 

マネージャー 

新エネルギー部 田窪 祐子 主任研究員(～2019 年 6 月まで) 

新エネルギー部 伊藤 正治 統括調査員(～2021 年 10月まで) 

新エネルギー部 佐々木 淳 統括研究員(～2022 年 2 月まで) 

助成先 株式会社 IHI 

情勢変化への 

対応 

2019 年度、実証試験開始にあたり複数の台風が来襲したことにより、海上敷設工事が

3 ヵ月遅延したものの、2019年 11 月までにすべての関連機器の設置を完了した。 

実証試験機を実海域に設置後、通信トラブルが発生したことから、実証試験機を一旦陸揚

げし、原因の探索を行うとともに改修を実施した。 

2020年度、実海域への再設置を試みたが、世界的に感染が拡大したコロナウイルスの影

響による行動制限により計画の見直しが必要となったことから、関係省庁、外部有識者から

構成された技術評価委員会において、研究開発内容等について議論を行い、地元地域を含

む実海域の状況を踏まえた上で、当初計画に対して 1年間の事業延長(2020年度から 2021

年度)、実海域における実証試験項目の絞り込み・変更及びこれらに伴う予算の見直し等を

行った。 

評価に関する 

事項 
事後評価 2022 年度 事後評価実施 

３．研究開発成果

について 

【最終目標】  

長期実証試験を実海域で実施し、その結果に基づき、離島用電源として十分な経済性(発電

コスト 40 円/kWh)、施行・メンテナンス性・耐久性(20 年以上の見通し)を備え、実用レベルに

達していることを示す。 
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【目標に対する成果】 

・実証試験を実海域で実施し、長期海況データ及び実証試験機のパワーカーブを取得した。 

・実証試験機の施工・メンテナンス性・耐久性の検証から経済的に有効な工法とコスト構造

を把握した。また、設計通りの耐久性を有することを確認した。 

・実証試験にて得られた結果を基に発電コストを試算し、40 円/kWh を達成するために必要

な課題及び課題解決の方針を明らかにした。 

投稿論文 「査読付き」2 件、「その他」12 件 

特 許 「出願済」17 件 

その他の外部 

発表 

（プレス発表等） 

フォーラム発表等 19 件 

４.成果の実用化・

事業化に向

けた取組及

び見通しに

ついて 

本事業で得られた知見を活かし、高設備利用率及び電力の安定供給源として、他の再生

可能エネルギーとの差別化を図り、国内独立離島向けの電力供給をできるだけ早い時期に

目指している。また、更なる発電コストの低減など、今後の課題については、昨今の再生可

能エネルギーの導入を取り巻く環境変化を踏まえながら必要な調査・検討ならびに追加検

証を進めていく予定。 

５．基本計画に 

関する事項 

作成時期 2018 年 2 月 作成 

変更履歴 

2019 年 1 月 (研究開発の目的、政策的な重要性の一部内容を修正) 

2019 年 7 月 (プロジェクトマネージャーの変更) 

2020 年 2 月 (プロジェクトマネージャーの変更) 

2020 年 7 月 (プロジェクトの実施期間の変更、文言の修正) 

 




